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ライフプランを考えるときに知っておきたい話題を取り上げて解説します

令
和
７
年
度
税
制
改
正
の

ポ
イ
ン
ト

　

 
　

令
和
７
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
「
所
得
税
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
は
、
２
月
４
日

に
閣
議
決
定
を
経
て
国
会
に
提
出
さ
れ
た
も
の
の
、

１
０
３
万
円
の
壁
を
め
ぐ
る
議
論
が
重
ね
ら
れ
、修
正

が
加
え
ら
れ
た
新
た
な
法
律
が
年
度
末
最
終
日
の

３
月
31
日
に
成
立
し
ま
し
た
。

  

こ
の
新
た
な
法
律
の
立
法
趣
旨
や
概
要
を
ま
と
め

た
「
法
律
案
要
綱
」
の
冒
頭
に
は
、「
物
価
上
昇
局

面
に
お
け
る
税
負
担
の
調
整
及
び
就
業
調
整
対
策

の
観
点
か
ら
の
所
得
税
の
基
礎
控
除
の
控
除
額
及

び
給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
の
引
上
げ
並
び

に
特
定
親
族
特
別
控
除
の
創
設
を
行
う
」
と
述
べ

ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
こ
こ
に
掲
げ
ら
れ
て

い
る
基
礎
控
除
と
給
与
所
得
控
除
の
引
き
上
げ

こ
そ
が
、
ま
さ
に
１
０
３
万
円
の
壁
の
見
直
し
に

関
す
る
争
点
に
な
っ
た
わ
け
で
す
。

　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
改
め
て
詳
し
く
解
説
し
ま
す

が
、令
和
７
年
度
税
制
改
正
で
は
、個
人
の
暮
ら
し
に

直
結
す
る
次
の
分
野
に
対
し
て
重
点
的
な
見
直
し

が
行
わ
れ
ま
し
た
。

争点となっていた「103万円の壁」の見直しをめぐる攻防は160万円で着地。
NISA制度では金融機関変更時の即日買付が容認されるなど利便性が向上し、
子育て世帯に向けては住宅取得時の借入限度額の引上げなどの税制改正も。

基
礎
控
除
の

加
算
特
例
に
つ
い
て

　

低
所
得
者
層
の
税
負
担
に
対
す
る
配
慮
や
物
価

上
昇
が
顕
著
な
状
況
を
踏
ま
え
、【
図
表
１
】の
よ
う

な
基
礎
控
除
の
加
算
特
例
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
一
方
、
給
与
所
得
控
除
に
つ
い
て
は
当
初
案
通
り

10
万
円
の
加
算
措
置
に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た

の
で
、「
１
０
３
万
円
の
壁
」は
【
図
表
２
】に
示
す
よ

う
に
最
大
で「
１
６
０
万
円
の
壁
」に
な
り
ま
し
た
。

● 

基
礎
控
除
の
加
算
特
例
（
生
活
支
援
）

● 「
特
定
親
族
特
別
控
除
」
の
創
設
（
生
活
支
援
）

● 

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
利
便
性
向
上
（
資
産
形
成
）

● 

子
育
て
支
援
税
制
の
拡
充
（
少
子
化
対
策
）

　

そ
こ
で
、本
稿
で
は
、こ
れ
ら
の
改
正
点
を
ラ
イ
フ

プ
ラ
ン
の
観
点
か
ら
解
説
し
、図
表
を
交
え
て
理
解

を
深
め
て
い
き
ま
す
。

「
１
０
３
万
円
の
壁
」を
め
ぐ
る

攻
防

　
　

　

税
制
改
正
を
め
ぐ
る
議
論
の
中
で
注
目
を
浴

び
て
い
た
の
が
、「
１
０
３
万
円
の
壁
」
問
題
で
し

た
。「
手
取
り
を
増
や
す
」こ
と
を
政
策
目
標
に
掲

げ
て
い
た
政
党
の
主
張
に
耳
を
傾
け
る
べ
く
、
当

初
の
法
律
案
で
は
基
礎
控
除
と
給
与
所
得
控
除
を

そ
れ
ぞ
れ
10
万
円
ず
つ
引
き
上
げ
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
し
た
。
つ
ま
り
、
壁
は
１
０
３
万
円
か
ら

１
２
３
万
円
に
な
る
予
定
で
し
た
。

　

し
か
し
、１
２
３
万
円
で
は
目
標
と
す
る
金
額
に

届
か
な
い
と
反
発
す
る
意
見
を
受
け
、改
め
て
検
討

し
直
す
こ
と
に
な
り
、
結
果
と
し
て
【
図
表
１
】に

示
す
よ
う
な
基
礎
控
除
の
加
算
特
例
が
修
正
案
と

し
て
提
示
さ
れ
、
こ
れ
が
着
地
点
と
な
り
ま
し
た
。

家
計
の
観
点
か
ら
知
っ
て
お
き
た
い

令
和
７
年
度
税
制
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
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税理士登録。現在、職業専門家
が同一ブランドのもとに結集し
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所得金額 給与収入 加算額
　132万円以下 200万円相当以下 37万円
���132万円超
   336万円以下

� 200万円相当超
� 475万円相当以下 30万円

���336万円超
   489万円以下

� 475万円相当超
� 665万円相当以下 10万円

���489万円超
   655万円以下

� 665万円相当超
� 850万円相当以下   5万円

【図表１】 基礎控除の加算特例
■ 加算額（令和７年･ ８年分）

■ 加算額（令和９年分以降）
所得金額 給与収入 加算額

132万円以下 200万円相当以下 37万円
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Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
利
便
性
向
上

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
少
額
投
資
非
課
税
制
度
）
の
利
便

性
向
上
に
関
す
る
改
正
点
は
、
次
の
通
り
で
す
。

① 

口
座
開
設
後
の
所
在
地
確
認
の
廃
止

② 

金
融
機
関
変
更
時
の
即
日
買
付
け
の
容
認

③  

つ
み
た
て
投
資
枠
に
お
け
る
Ｅ
Ｔ
Ｆ
の
購
入

に
つ
い
て
、
定
額
購
入
方
式
に
お
け
る
最
低

取
引
単
位
を
１
０
０
０
円
以
下
か
ら
１
万
円

以
下
へ
引
き
上
げ

　

③
に
つ
い
て
は
、
少
額
投
資
の
趣
旨
に
反
す
る
よ

う
に
思
わ
れ
ま
す
が
、「
１
０
０
０
円
以
下
」
の
要

件
は
、
買
付
金
額
と
し
て
は
小
さ
す
ぎ
、
証
券
会

社
等
に
よ
る
取
り
扱
い
が
伸
び
悩
ん
で
い
る
こ
と
に

対
応
す
る
も
の
で
す
。

子
育
て
支
援
税
制
の
拡
充

　

子
育
て
世
帯
の
経
済
的
な
支
援
を
充
実
さ
せ
る

た
め
、
税
制
面
で
の
さ
ま
ざ
ま
な
見
直
し
が
行
わ
れ

ま
し
た
。
主
な
項
目
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

ま
ず
、「
結
婚
・
子
育
て
資
金
の
一
括
贈
与
の
非

課
税
措
置
」
が
令
和
９
年
３
月
31
日
ま
で
延
長
さ

れ
、
祖
父
母
な
ど
が
子
や
孫
に
最
大
１
０
０
０
万
円

ま
で
非
課
税
で
贈
与
で
き
る
仕
組
み
が
引
き
続
き

利
用
可
能
と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、
こ
の
非
課
税
措

置
の
適
用
要
件
等
に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

次
に
、「
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
」
に
つ
い
て
は
、
１

「
特
定
親
族
特
別
控
除
」の
創
設
　

　

従
来
、
63
万
円
の
特
定
扶
養
控
除
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
る
の
は
、
扶
養
親
族
の
年
間
合
計
所
得

金
額
が
48
万
円
（
給
与
収
入
１
０
３
万
円
）
以
下

で
あ
る
必
要
が
あ
り
、
給
与
収
入
が
１
０
３
万
円

を
１
円
で
も
超
え
る
と
控
除
が
ゼ
ロ
に
な
る
た

め
、
学
生
ア
ル
バ
イ
ト
等
の
扶
養
親
族
の
多
く
は

１
０
３
万
円
を
超
え
な
い
よ
う
に
就
業
調
整
を

し
て
い
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
人
手
不
足
に
拍
車

を
か
け
る
と
い
う
事
態
が
多
発
す
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。
そ
こ
で
、
こ
う
し
た
問
題
を
解
消
す
る

た
め
に
新
た
に
創
設
さ
れ
た
の
が「
特
定
親
族
特
別

控
除
」で
す
。 

　

こ
の
新
し
い
制
度
の
導
入
に
よ
り
、
19
歳
以
上

23
歳
未
満
の
扶
養
親
族
を
持
つ
扶
養
者
は
、
扶
養

親
族
の
給
与
収
入
が
１
５
０
万
円
ま
で
（
改
正
前

は
１
０
３
万
円
）
は
、
63
万
円
の
所
得
控
除
が
受

け
ら
れ
、
１
５
０
万
円
を
超
え
て
も
１
８
８
万
円

ま
で
は
、
段
階
的
に
所
得
控
除
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
の
で
、
扶
養
親
族
が
得
た
給
与
収
入
に

対
す
る
扶
養
者
の
税
負
担
の
急
増
が
回
避
さ
れ
、

就
業
調
整
に
よ
る
人
手
不
足
の
緩
和
に
も
つ
な
が
る

こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、具
体
的
な
控
除
額
は
、扶
養
親
族
の
合
計

所
得
金
額
に
応
じ
て
【
図
表
３
】の
よ
う
に
設
定

さ
れ
て
お
り
、令
和
７
年
分
の
所
得
税
（
年
末
調
整
）

か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

年
間
の
措
置
と
し
て
、
子
育
て
世
帯
等
に
対
し

借
入
限
度
額
を
、長
期
優
良
住
宅
・
低
炭
素
住

宅
は
５
０
０
０
万
円
、Ｚゼ

ッ

チ
Ｅ
Ｈ
水
準
省
エ
ネ
住
宅

は
４
５
０
０
万
円
、
省
エ
ネ
基
準
適
合
住
宅
は

４
０
０
０
万
円
へ
と
上
乗
せ
さ
れ
、ま
た
、床
面
積
要

件
も
緩
和
さ
れ
る
な
ど
、子
育
て
世
帯
が
住
ま
い
を

確
保
し
や
す
い
環
境
づ
く
り
が
進
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、「
既
存
住
宅
の
子
育
て
対
応
リ
フ
ォ

ー
ム
に
係
る
特
例
措
置
」
は
１
年
、「
住
宅
取
得

等
資
金
に
係
る
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
」
は
２
年

の
制
度
延
長
が
決
ま
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
生
命
保
険
料
控
除
に
お
け
る
新
生
命
保

険
料
に
係
る
一
般
生
命
保
険
料
控
除
に
つ
い
て
、

１
年
間
の
措
置
と
し
て
、
居
住
者
が
23
歳
未
満
の

扶
養
親
族
を
有
す
る
場
合
に
は
、
令
和
８
年
分
に

お
け
る
控
除
額
が
最
高
６
万
円
（
現
行
：
最
高

４
万
円
）
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

そ
の
他

　

令
和
６
年
末
に
ま
と
め
ら
れ
た
税
制
改
正
大
綱

で
は
、
確
定
拠
出
年
金
（
企
業
型
Ｄ
Ｃ
及
び
ｉ
Ｄ

ｅ
Ｃ
ｏ
）
の
拠
出
限
度
額
等
を
引
上
げ
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
税
制

改
正
法
で
は
な
く
、
年
金
制
度
改
革
関
連
法
案
に

盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
年
金
制
度
改
革
関
連
法

案
は
令
和
７
年
５
月
16
日
に
国
会
に
提
出
さ
れ
、

今
後
議
論
が
重
ね
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、今
後
の
動
向

に
注
意
し
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

所得金額 給与収入 控除額
  58万円超   85万円以下 123万円相当超 150万円相当以下 63万円
  85万円超   90万円以下 150万円相当超 155万円相当以下 61万円
  90万円超   95万円以下 155万円相当超 160万円相当以下 51万円
  95万円超 100万円以下 160万円相当超 165万円相当以下 41万円
100万円超 105万円以下 165万円相当超 170万円相当以下 31万円
105万円超 110万円以下 170万円相当超 175万円相当以下 21万円
110万円超 115万円以下 175万円相当超 180万円相当以下 11万円
115万円超 120万円以下 180万円相当超 185万円相当以下   6万円
120万円超 123万円以下 185万円相当超 188万円相当以下   3万円

【図表２】103万円→160万円の壁【図表３】特定親族特別控除の控除額

4848万円万円 5555万円万円

48 48 ＋ ＋ 10 10 ＋ ＋ 3737

48 48 ＋ ＋ 1010 5555  ＋ ＋ 1010

5555  ＋ ＋ 1010

103万円

123万円

160万円

改正前

当初案

改正後

基礎控除 給与所得控除


